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１．「バランスシート」・「行政コスト計算書」・「キャッシュ・フロー計算書」について 

 

(１) バランスシートの意義 

 

 本市は、今までに整備してきた道路、公園、学校など市の保有する財産の状況や地方債の残

高などの財政情報をよりわかりやすく提供するため、総務省の統一基準により新市として初め

てとなる平成１７年度のバランスシートを、本年７月に作成し公表しました。  

バランスシートは、一定の時点において保有する資産の状況や、将来負担することとなって

いる負債の状況を、ストック情報として総括的に表す報告書であり、他市や類似団体と比較す

ることにより本市の財政状況の特徴を把握することができます。 

 

(２) 行政コスト計算書の意義 

 

  地方公共団体の行政活動は、将来の世代も利用できる資産の形成だけでなく、人的サービス

や給付サービスなどの行政サービスが大きな比重を占めています。本市では、市全般の活動状

況を分かり易く説明するため、総務省の基準をもとに作成しました。 

行政コスト計算書は、1 年間に実施された行政活動の状況をコスト（資源の消費）という側

面から把握するものといえます。 

利益を目的とした企業においては、損益計算書で売上に対応する売上原価を算定し、それを

損益計算の基礎としますが、地方公共団体のコスト計算書はそうした損益計算ではなく、行政

サービスに要したコストを収入と対照表示するための一覧表で、行政コストの内容自体の分析

を行うことを目的としています。 

 

(３) キャッシュ・フロー計算書の意義 

 

  キャッシュ・フローとは資金の増加または減少を意味しています。一会計年度におけるキャ

ッシュ・フローの状況を表したものがキャッシュ・フロー計算書で、行政活動を資金の流れか

らみて、年度当初と年度末の資金の増減を一覧にしたものです。 

公会計では、既に同様の考え方を持つ「歳入歳出決算書」を作成してきました。しかし、キ

ャッシュ・フロー（歳入歳出）を一定の活動区分別に表すことにより、それぞれの活動におけ

る資金調達の源泉や資金使途を明確にすることができることから、行政運営に関する新たな情

報のひとつとして平成１８年度の決算から作成することとしました。 
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２．普通会計バランスシートについて 

 

（１) バランスシートの作成基準 

       平成１２年及び平成１３年に総務省から公表された「地方公共団体の総合的な財政分析

に関する調査研究会報告書」（総務省基準）に基づいて作成しました。 

 

① 対象とする会計   普通会計 

 

 

 

② 基 準 日     平成１９年３月３１日を基準日とし、出納整理期間(１９年４  

月、５月)における出納については、基準日までに終了したも 

のとして処理しました。 

 

    ③ 基 礎 デ ー タ     データがコンピュ－タ処理された昭和４４年度以降の「地方財

政状況調査」(決算統計)の数値をもとに作成しました。この

ため昭和４３年度以前に形成された資産は含まれていません。 

 

    ④ 取得原価主義      過去の実際の支出額を基礎データとして作成しました。有形

固定資産は、決算統計における昭和４４年度以降の普通建設

事業費の累計額を取得価格としています。 

 

⑤ 1 年 基 準      資産、負債の固定・流動の区分は、1年基準で作成しました。 

 

 

 

※有形固定資産の耐用年数表（総務省研究会報告書より） 

区 分 耐用年数 区 分 耐用年数 区 分 耐用年数
１．総務費 ⑤漁港 50 ・街路 15
①庁舎等 50 ⑥農業農村整備 20 ・都市下水路 20
②その他 25 ⑦海岸保全 50 ・区画整理 40
２．民生費 ⑧その他 25 ・公園 40
①保育所 30 ６．商工費 25 ・その他 25
②その他 25 ７．土木費 ⑧住宅 40
３．衛生費 25 ①道路 15 ⑨空港 25
４．労働費 25 ②橋りょう 60 ⑩その他 25
５．農林水産業費 ③河川 50 ８．消防費
①造林 25 ④砂防 50 ①庁舎 50
②林道 15 ⑤海岸保全 50 ②その他 10
③治山 30 ⑥港湾 50 ９．教育費 50
④砂防 50 ⑦都市計画 10．その他 25  

普通会計とは、地方公共団体ごとに会計の範囲が異なるた

め、地方財政統計上全国統一的に用いられる会計区分です。 

本市においては一般会計だけが対象となります。  

1 年基準とは基準日から 1 年以内に入金や支払いの期限が

到来するものを流動資産または流動負債とし、それ以外を固定

資産、固定負債に分類する基準です。 
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（２） 平成１８年度普通会計バランスシート       

バランスシート（平成１９年３月３１日現在） 

　　　　　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 8,733,686 （１）地方債 37,363,424

（２）民生費 3,728,634

（３）衛生費 4,563,237 （２）債務負担行為

（４）労働費 39,965 ① 物件の購入等 883,355

（５）農林水産業費 10,968,952 ② 債務保証又は損失補償 0

（６）商工費 4,008,379 債務負担行為計 883,355

（７）土木費 37,314,584

（８）消防費 94,101 （３）退職給与引当金 5,797,521

（９）教育費 26,550,174

（10）その他 400,362 （４）その他 0

計 96,402,074

（ うち土地 21,937,838 ）     固定負債合計 44,044,300

    有形固定資産合計 96,402,074 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 3,964,913

（１）投資及び出資金 1,418,267

（２）貸付金 422,321 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 2,562,259

② 土地開発基金 280,000     流動負債合計 3,964,913

③ 定額運用基金 2,000

基金計 2,844,259

（４）退職手当組合積立金 0   負債合計 48,009,213

    投資等合計 4,684,847

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 787,203

② 減債基金 26,553 １．国庫支出金 13,304,447

③ 歳計現金 1,979,552

現金・預金計 2,793,308 ２．都道府県支出金 11,277,191

（２）未収金

① 地方税 346,948 ３．一般財源等 32,985,256

② その他 1,348,930

未収金計 1,695,878

    流動資産合計 4,489,186   正味資産合計 57,566,894

 資産合計 105,576,107  負債・正味資産合計 105,576,107

※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等に係るもの 0 千円

②債務保証又は損失補償に係るもの 4,185,320 千円

③利子補給等に係るもの 1,528,677 千円

（単位：千円）
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　　　　　　　　　借　　　　                   　　方

［資産の部］

１．有形固定資産

（１）総務費 8,733,686

（２）民生費 3,728,634

（３）衛生費 4,563,237

（４）労働費 39,965

（５）農林水産業費 10,968,952

（６）商工費 4,008,379

（７）土木費 37,314,584

（８）消防費 94,101

（９）教育費 26,550,174

（10）その他 400,362

計 96,402,074

（ うち土地 21,937,838 ）

    有形固定資産合計 96,402,074

２．投資等

（１）投資及び出資金 1,418,267

（２）貸付金 422,321

（３）基金

① 特定目的基金 2,562,259

② 土地開発基金 280,000

③ 定額運用基金 2,000

基金計 2,844,259

（４）退職手当組合積立金 0

    投資等合計 4,684,847

３．流動資産

（１）現金・預金

① 財政調整基金 787,203

② 減債基金 26,553

③ 歳計現金 1,979,552

現金・預金計 2,793,308

（２）未収金

① 地方税 346,948

② その他 1,348,930

未収金計 1,695,878

    流動資産合計 4,489,186

 資産合計 105,576,107

※債務負担行為に ①物件の購入等に係るもの

    関する情報 ②債務保証又は損失補償に係るもの

③利子補給等に係るもの

バ ラ ン ス シ ー ト
 
 

…決算統計の普通建設事業費の昭和 44 年度

以降の累計額を有形固定資産の取得価格と

していますが（取得原価主義）、土地を除く

有形固定資産については減価償却後となっ

ています。 

  なお、バランスシートには有形固定資産

を土木費や教育費などの目的別に分類、計

上し、その詳細については附属明細表に取

得価額、減価償却累計額等を表示し、土地

についても主要な分野ごとに取得価額を表

示しました。 

 
 

…土地を除く有形固定資産については、資産

の区分ごとに、総務省報告書により定めら

れた耐用年数によって、定額法により減価

償却を行い、翌年度以降に継承される資産

を明らかにしました。 
 
 
…県や公的団体等に支出した補助金、負担金

によって有形固定資産が形成されることが

ありますが、本市に所有権がないため、バ

ランスシートには資産計上せず、附属書類

により説明します。例えば、県が農道を整

備するために市が支出した負担金や、民間

保育園の建物を整備するための補助金など

です。 
 
 
…投資及び出資金、貸付金、基金の年度末現

在高を表します。基金のうち、より現金に

近い流動性の高いものは流動資産に分類し

ています。 
 
 

…より現金に近い流動性の高い基金である財

政調整基金及び減債基金、歳計現金（形式

収支）並びに未収金に分類しています。 
 
 
…債務負担行為による債務が残っている

が、物件の引渡しを受けていないもの及

びその他の債務負担行為について、バラ

ンスシートの欄外に表示しますが、全て 
  引渡しを受けていますので、ゼロとなっ

ています。 
 
…第３セクター等の損失補償等に係るもの

について表示しました。 
 
 
…各種の利子補給に係るものについて表示

しました。 
 

有形固定資 
の評価方法 

減価償却の 
方法 

他団体に支
出した補助
金、負担金
の取り扱い 

投  資  等 

流 動 資 産 

①物件の購入 
  等に係るも  
  の 

②債務保証及
び損失補償
に係るもの 

③利子補給等
に係るもの 
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（平成１９年３月３１日現在）

(単位：千円）

　　　　　　　　　　貸　　　　                   　方

［負債の部］

１．固定負債

（１）地方債 37,363,424

（２）債務負担行為

① 物件の購入等 883,355

② 債務保証又は損失補償 0

債務負担行為計 883,355

（３）退職給与引当金 5,797,521

（４）その他 0

    固定負債合計 44,044,300

２．流動負債

（１）翌年度償還予定額 3,964,913

（２）翌年度繰上充用金 0

    流動負債合計 3,964,913

  負債合計 48,009,213

［正味資産の部］

１．国庫支出金 13,304,447

２．都道府県支出金 11,277,191

３．一般財源等 32,985,256

  正味資産合計 57,566,894

 負債・正味資産合計 105,576,107

0 千円

4,185,320 千円

1,528,677 千円

 

 

 
 
 

…当該年度末現在高から、翌年度償還
予定額(流動負債)を差し引いた額を
固定負債として計上しています。 

 
 
 
…債務負担行為による債務が残っている

が、既に物件等の引渡しを受けたものに

ついては、負債として計上（資産にも計

上）しています。 
 
 
 
…当該年度末に在職する職員全員が普通退

職したと想定し、その要支給額を計上し

ています。(年度末退職者を除く)  
 
 
 
…当年度の収支が不足する場合に翌年度の

歳入を繰り上げて使用した額を表しま

す。 
 
 
 
 
…資産合計－負債合計という差額で表示さ

れますが、項目ごとに次のような意味を

持っています。 
 
 
 
…有形固定資産の形成に際して充当された

国庫及び県支出金の累計額であり、有形

固定資産に合わせて償却していきます。 
 
 
 
…有形固定資産の形成に際し、市税などの

一般財源等を充当した累計額及び投資等

や流動資産に見合う額などが計上されて

います。 
 

 

退 職 給 与 
引 当 金 

翌 年度繰上
充 用 金 

債務負担行為

地 方 債

正 味 資 産

国、県支出金 

一般財源等
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①平成１８年度有形固定資産明細表

(単位：千円）

取得価額 減価償却累計額 残存価額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

    総務費 16,500,743 7,767,057 8,733,686

庁舎等 1,816,584 635,756 1,180,828

その他 14,684,159 7,131,301 7,552,858

    民生費 6,694,505 2,965,871 3,728,634

保育所 3,063,169 1,443,390 1,619,779

その他 3,631,336 1,522,481 2,108,855

    衛生費 9,354,342 4,791,105 4,563,237

清掃費 6,871,487 3,728,884 3,142,603

ごみ処理 5,837,868 2,950,174 2,887,694

し尿処理 1,020,759 769,638 251,121

その他 12,860 9,072 3,788

環境衛生費 916,288 309,048 607,240

その他 1,566,567 753,173 813,394

    労働費 156,948 116,983 39,965

    農林水産業費 37,363,192 26,394,240 10,968,952

造林 2,840,866 2,045,651 795,215

林道 7,382,594 6,102,763 1,279,831

治山 37,556 9,769 27,787

砂防 0 0 0

漁港 0 0 0

農業基盤整備 16,241,604 11,637,644 4,603,960

海岸保全 11,153 6,989 4,164

その他 10,849,419 6,591,424 4,257,995

    商工費 7,538,574 3,530,195 4,008,379

国立公園等 36,399 18,955 17,444

観光 6,681,649 3,046,649 3,635,000

その他 820,526 464,591 355,935

   土木費 82,959,446 45,644,862 37,314,584  
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【附属資料】

   土木費 82,959,446 45,644,862 37,314,584

道路 54,360,355 38,168,099 16,192,256

橋りょう 1,134,274 431,759 702,515

河川 1,367,002 446,093 920,909

砂防 0 0 0

海岸保全 0 0 0

港湾 0 0 0

都市計画 20,925,226 4,984,860 15,940,366

街路 5,361,001 2,133,714 3,227,287

都市下水路 110,276 92,451 17,825

区画整理 11,908,399 1,655,725 10,252,674

都市公園 3,508,092 1,082,412 2,425,680

その他 37,458 20,558 16,900

住宅 5,008,941 1,496,954 3,511,987

空港 0 0 0

その他 163,648 117,097 46,551

   消防費 993,684 899,583 94,101

庁舎 27,543 7,043 20,500

その他 966,141 892,540 73,601

   教育費 43,691,639 17,141,465 26,550,174

小学校 16,765,526 7,062,494 9,703,032

中学校 11,561,787 4,755,580 6,806,207

高等学校 24,218 15,992 8,226

幼稚園 73,045 42,987 30,058

特殊学級 0 0 0

大学 0 0 0

各種学校 0 0 0

社会教育 2,534,952 874,811 1,660,141

その他 12,732,111 4,389,601 8,342,510

   その他 849,166 448,804 400,362

合   計 206,102,239 109,700,165 96,402,074
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②平成１８年度土地明細表

（単位：千円）

取得価額

道路橋りょう 8,342,357

街         路 1,916,115

公 営 住 宅 329,290

小   学   校 565,746

中   学   校 790,549

そ   の   他 9,993,781

合       計 21,937,838

 

 

 

③普通建設事業費に係る補助金・負担金等の状況

（単位：千円）

昭和４４年度

以降累計額 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

総     務     費 719,593 3,726 2,222 9,200 2,388 1,000

民     生     費 3,219,556 12,624 15,204 29,402 54,295 3,169

衛     生     費 1,479,310 23,282 22,357 271 4,200 0

労     働     費 5,962 0 0 0 0 0

農林水産業費 21,154,080 249,262 172,982 127,499 745,506 307,685

商     工     費 1,163,752 46,782 30,773 29,467 37,027 55,764

土     木     費 9,815,672 197,846 187,692 188,794 244,642 140,744

消     防     費 99,105 0 0 0 0 0

教     育     費 211,506 0 2,000 4,000 0 0

そ     の     他 0 0 0 0 0 0

合             計 37,868,536 533,522 433,230 388,633 1,088,058 508,362

（注）国直轄事業負担金、県営事業負担金、同級他団体等に対する普通建設事業費に係る
      補助金等をとりまとめたものです。

最近５ヵ年の実績
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（３）市民一人当たりのバランスシート（平成１９年３月３１日現在） 

 平成19年3月31日現在の住民基本台帳人口 62,371 人 (単位：円）

　　　　　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 140,028 （１）地方債 599,051

（２）民生費 59,782

（３）衛生費 73,163 （２）債務負担行為

（４）労働費 641 ① 物件の購入等 14,163

（５）農林水産業費 175,866 ② 債務保証又は損失補償 0

（６）商工費 64,267 債務負担行為計 14,163

（７）土木費 598,268

（８）消防費 1,509 （３）退職給与引当金 92,952

（９）教育費 425,681

（10）その他 6,419 （４）その他 0

計 1,545,624

（ うち土地 351,731 ）     固定負債合計 706,166

    有形固定資産合計 1,545,624 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 63,570

（１）投資及び出資金 22,739

（２）貸付金 6,771 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 41,081

② 土地開発基金 4,489     流動負債合計 63,570

③ 定額運用基金 32

基金計 45,602

（４）退職手当組合積立金 0   負債合計 769,736

    投資等合計 75,112

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 12,621

② 減債基金 426 １．国庫支出金 213,311

③ 歳計現金 31,738

現金・預金計 44,785 ２．都道府県支出金 180,808

（２）未収金

① 地方税 5,563 ３．一般財源等 528,857

② その他 21,628

未収金計 27,191

    流動資産合計 71,976   正味資産合計 922,976

 資産合計 1,692,712  負債・正味資産合計 1,692,712

※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等に係るもの 0 円

②債務保証又は損失補償に係るもの 67,104 円

③利子補給等に係るもの 24,509 円

 

 



11 

（４）前年度とのバランスシートの比較 

借  方 (単位：千円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

１．有形固定資産 96,402,074 91.3 95,828,696 89.4 573,378 0.6

（１）総務費 8,733,686 8.3 8,872,296 8.3 △ 138,610 △ 1.6

（２）民生費 3,728,634 3.5 3,208,490 3.0 520,144 16.2

（３）衛生費 4,563,237 4.3 4,790,937 4.5 △ 227,700 △ 4.8

（４）労働費 39,965 0.0 45,574 0.0 △ 5,609 △ 12.3

（５）農林水産業費 10,968,952 10.4 11,716,037 10.9 △ 747,085 △ 6.4

（６）商工費 4,008,379 3.8 4,039,545 3.8 △ 31,166 △ 0.8

（７）土木費 37,314,584 35.3 36,514,107 34.1 800,477 2.2

（８）消防費 94,101 0.1 94,174 0.1 △ 73 △ 0.1

（９）教育費 26,550,174 25.1 26,138,616 24.4 411,558 1.6

（10）その他 400,362 0.4 408,920 0.4 △ 8,558 △ 2.1

     （うち土地） 21,937,838 20.8 21,295,749 19.9 642,089 3.0

２．投資等 4,684,847 4.4 5,033,389 4.7 △ 348,542 △ 6.9

（１）投資及び出資金 1,418,267 1.3 1,417,286 1.3 981 0.1

（２）貸付金 422,321 0.4 424,208 0.4 △ 1,887 △ 0.4

（３）基金 2,844,259 2.7 3,191,895 3.0 △ 347,636 △ 10.9

①特定目的基金 2,562,259 2.4 2,809,885 2.6 △ 247,626 △ 8.8

②土地開発基金 280,000 0.3 382,010 0.4 △ 102,010 △ 26.7

③定額運用基金 2,000 0.0 0 0.0 2,000 皆増

（４）退職手当組合積立金 0 0.0 0 0.0 0 -

３．流動資産 4,489,186 4.3 6,320,159 5.9 △ 1,830,973 △ 29.0

（１）現金・預金 2,793,308 2.6 2,518,945 2.4 274,363 10.9

①財政調整基金 787,203 0.7 586,790 0.5 200,413 34.2

②減債基金 26,553 0.0 62,510 0.1 △ 35,957 △ 57.5

③歳計現金 1,979,552 1.9 1,869,645 1.7 109,907 5.9

（２）未収金 1,695,878 1.6 3,801,214 3.5 △ 2,105,336 △ 55.4

①地方税 346,948 0.3 350,943 0.3 △ 3,995 △ 1.1

②その他 1,348,930 1.3 3,450,271 3.2 △ 2,101,341 △ 60.9

 資産合計 105,576,107 100.0 107,182,244 100.0 △ 1,606,137 △ 1.5

貸  方

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

１．固定負債 44,044,300 41.7 43,274,029 40.4 770,271 1.8

（１）地方債 37,363,424 35.4 36,081,832 33.7 1,281,592 3.6

（２）債務負担行為 883,355 0.8 943,936 0.9 △ 60,581 △ 6.4

①物件の購入等 883,355 0.8 943,936 0.9 △ 60,581 △ 6.4

②債務保証又は損失補償 0 0.0 0 0.0 0 -

（３）退職給与引当金 5,797,521 5.5 6,248,261 5.8 △ 450,740 △ 7.2

（４）その他 0 0.0 0 0.0 0 -

２．流動負債 3,964,913 3.8 4,098,051 3.8 △ 133,138 △ 3.2

（１）翌年度償還予定額 3,964,913 3.8 4,098,051 3.8 △ 133,138 △ 3.2

（２）翌年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 -

負 債 合 計 48,009,213 45.5 47,372,080 44.2 637,133 1.3

１．国庫支出金 13,304,447 12.6 13,104,279 12.2 200,168 1.5

２．都道府県支出金 11,277,191 10.7 11,893,403 11.1 △ 616,212 △ 5.2

３．一般財源等 32,985,256 31.2 34,812,482 32.5 △ 1,827,226 △ 5.2

正 味 資 産 合 計 57,566,894 54.5 59,810,164 55.8 △ 2,243,270 △ 3.8

負 債 ・ 正 味 資 産 合 計 105,576,107 100.0 107,182,244 100.0 △ 1,606,137 △ 1.5

平 成 18 年 度
区 分

平 成 17 年 度 18 年 度 中 の 増 減

区 分
平 成 18 年 度 平 成 17 年 度 18 年 度 中 の 増 減
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（単位：千円）

取得資産 5,671,116 減価償却合計 5,097,738

（１）総務費 374,578 (本庁二分庁舎整備、高速情報通信網整備、デジタルデバイド対策費） ###

（２）民生費 706,372 （中里統合保育所施設整備、川西高齢者コミュニティー施設整備） ###

（３）衛生費 90,731 （ごみ処理施設排ガス測定器・償却灰搬出装置取替、し尿処理第２貯留槽浚渫、脱臭・脱水機整備） ###

（４）労働費 0 ###

（５）農林水産業費 264,533 （各地域林道整備、中山間地域活性化総合対策、団体営田園自然環境保全整備） ###

（６）商工費 223,719 （交流促進事業、松之山地域温泉掘削整備、松之山温泉スキー場施設整備） ###

（７）土木費 2,762,975 （各地域道路新設改良、駅西・西本町土地区画整理、災害公営住宅・公営住宅整備） ###

（８）消防費 3,177 （各地域防災無線改修） ###

（９）教育費 1,245,031 （陸上競技場改修、中央学校給食施設整備、吉田ｸﾛｽｶﾝﾄﾘｰｽｷｰ場整備） ###

（10）その他 0 ###

     （うち土地） 642,089 0

出資（県信用保証協会・県労働者信用基金協会） 981

貸付金（各種貸付） 1,455,721 貸付金回収 1,457,608

積立金（福祉基金等） 43,290 取崩（各地域の地域振興基金等） 290,916
定額基金運用額の減少 102,010

旅券印紙等購買基金設置 2,000

積立（剰余金処分） 200,413

積立（利子） 43
げんき債積立分の地方債
残高への組替

36,000

市民税等の滞納 83,820 不納欠損処分 42,817 滞納繰越収納 44,998 ###

住宅使用料等の滞納 4,756 明許繰越等 2,105,046 滞納繰越収納 1,051 ###

起債 5,371,200 翌年度分流動負債 3,964,913 錯誤による訂正 124,695 ###

県住宅供給公社等への償還 60,581

勧奨退職者 450,740

翌年度償還予定額 3,964,913 錯誤による訂正 91,001 償還額 4,189,052

取得資産の財源 755,009 償却 554,841

取得資産の財源 286,909 償却 903,121

増 減 理 由

減 少 要 因

増 減 理 由

減 少 要 因増 加 要 因

増 加 要 因

（主な取得資産の状況）
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（５）平成１８年度普通会計バランスシートの概要 

 

① 資 産 

    資産の総額は１，０５５億７６百万円であり、市民一人当たり１６９万３千円に

なります。その大部分は道路、学校などの社会資本を中心とした有形固定資産９６

４億２百万円（市民一人当たり１５４万６千円）で、次に示すとおり行政目的別に

資産額を知ることができます。 

   その他の資産では、投資等と流動資産に区分されている基金の合計が３６億５８百万

円（市民一人当たり５万９千円）、歳計現金が１９億８千万円（市民一人当たり３万

２千円）、市税の未収金が３億４７百万円となっています。その他の１３億４９百万

円のほとんどは、１９年度への明許繰越及び事故繰越に伴う国（県）支出金や地方

債などの未収入金です。 

行 政 部 門 金額(千円）

総 務 費 8,733,686 0.1

民 生 費 3,728,634

衛 生 費 4,563,237

農林水産業費 10,968,952

商 工 費 4,008,379

土 木 費 37,314,584

教 育 費 26,550,174

そ の 他 574,373

合 計 96,442,019

【有形固定資産の行政目的別割合の状況】

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

教育費

その他

総務費  9.1%

民生費 3.9%

衛生費  4.7%

商工費  4.2%

土木費  38.7%

教育費  27.5%

その他  0.6%

農林水産
 業費   11.4%

※端数処理の関係で、百分率の合計が一致しないことがあります。 

② 負 債    

負債の総額は４８０億９百万円で、市民一人当たり７７万円になります。そのうち、

地方債現在高は、固定負債の地方債と流動負債の翌年度償還予定額を合わせて４１３

億２８百万円（市民一人当たり６６万３千円）となっています。 

債務負担行為は、大井田の郷公園や賑わい空間整備事業などによる土地開発公社か

らの土地購入に係る債務負担や、共済組合による教員住宅整備及び県住宅供給公社に

よる松代・松之山地域の市営住宅整備に係る債務負担などの１９年度以降に支出する

負担額が計上されています。 

退職給与引当金は、平成１８年度末に退職した職員を除く１８年度末現在の普通会 

計に属する職員全員が普通退職したと想定した場合の必要額で、５７億９８百万円（市
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民一人当たり９万３千円）になっています。 

 

③ 前年度との比較 

 平成１７年度バランスシートと比較すると、資産合計が１６億６百万円（１．５％）

減少したのに対し、負債合計は６億３７百万円（１．３％）の増加となっています。 

  有形固定資産は、中里統合保育所施設整備や川西高齢者コミュニティー施設整備な

どにより民生費が５億２千万円（１６．２％）増加したほか、各地域の道路改良や駅

西・西本町の区画整理のほか四日町公営住宅や災害公営住宅の整備などにより土木費

が８億円（２．２％）しています。また、教育費も中央学級給食施設整備や吉田クロ

スカントリースキー場整備などにより４億１２百万円（１．６％）増加しています。 

  投資等は、特定目的基金が各地域の振興基金の取崩により２億４８百万円（８．８％）

の減少となっているほか、土地開発基金も運用額を縮減したことにより１億２百万円

（２６．７％）の減少となっています。 

  流動資産では、財政調整基金が利子を除いて２億円の積立を行ったことにより３４．

２％増加したほか、その他の未収金は明許繰越及び事故繰越事業費の減少によりその

財源となる国庫支出金などの未収入財源が、２１億５百万円も減少したため、２１億

1百万円（６０．９％）の減少となっています。 

 

    ④ 財務分析 

 

       ア 予算額対有形固定資産比率 

            歳入総額に対する有形固定資産の比率を求めることにより、ストックである資産

の形成に何年分の歳入が充てられたかを見ることができます。年数が多いことは、

歳入に対して社会資本が大きいということになります。   

 

          有形固定資産合計      ９６４億２百万円 

          Ｈ１８年度歳入予算額   ３２８億２２百万円 

        

イ 社会資本の世代間負担比率 

 

            社会資本整備の結果を示す有形固定資産のうち、正味資産による整備の割合を見

ることによって、これまでの世代によって既に負担された分の割合を見ることがで

きます。比率が高いほど、将来の世代による負担が少ないことになります。 

 

 

＝ ２．９４年（前年度２．９２年） 
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            正味資産合計     ５７５億６７百万円 

            有形固定資産合計   ９６４億２百万円 

 

ウ 正味資産構成比率 

            企業の財務分析において、財務の安定性を図る指標として用いられる自己資本比

率に相当するものです。将来の返済や支出を伴わない正味資産の資産合計に占める

割合ですから、正味資産構成比率の推移で世代間の公平性を見ることができます。 

比率が高いほど、将来の世代における返済などが少ないことになります。 

 

            正味資産合計     ５７５億６７百万円 

            資産合計      １，０５５億７６百万円 

 

３．普通会計行政コスト計算書について 

 

（１）行政コスト計算書の作成基準 

        バランスシート同様、平成１３年３月に総務省から公表された「地方公共団体の総合

的な財政分析に関する調査研究会報告書」（総務省基準）に基づいて作成しました。 

① 対象とする会計     普通会計 

② コストの範囲     現金支出が伴うものだけでなく、平成１８年度の行政サービス  

           に要したすべてのコストを計上しました。 

    ③ コストの分類     コスト分析を容易にするため、民生費、土木費、教育費などの

行政分野ごとに人件費、物件費、扶助費などの性質別の内訳

が分かるように作成しました。性質別経費は、大きく次の４

種類に分類しました。 

１ 人にかかるコスト
行政サービスの担い手
である職員に要するもの

人件費、退職給与引当金繰
入等

２ 物にかかるコスト
地方公共団体が最終消
費者になっているもの

物件費、維持補修費、減価
償却費

３ 移転支出的なコスト
他の主体に移転して効
果が出てくるようなもの

扶助費、補助費等、繰出
金、普通建設事業費(他団
体への補助金等）

４ その他のコスト 上記に属さないもの
災害復旧費、失業対策費、
公債費、(利子分）、債務負
担行為繰入、不納欠損額

④ 基 礎 デ ー タ      バランスシートと同様「地方財政状況調査(決算統計)」の数  

 値をもとに作成しました。 

⑤ 現金主義の調整      普通会計の決算は、現金主義による経理が行われているため、

発生主義による調整とバランスシート上で経理する資本的取

＝ ５９．７％（前年度６２．４％） 

＝ ５４．５%（前年度５５．８％） 
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引等を除く調整を行いました。 

※ 現金主義との調整     

○支出項目では、現金支出のない次のコストを計上しました。 

・退職給与引当金繰入等は引当金として新たに繰り入れた額に 

  ついて計上しました。 

・減価償却費は、バランスシートに計上した有形固定資産の減 

価償却額を計上しました。 

・ 不納欠損額は、未収金のうち不納欠損として処理したものに

ついてコストとして計上しました。 

※  資本的取引等の調整    

 ○収入項目は、取得資産の財源となっている地方債や国県支出

金を控除しました。 

○支出項目では、積立金、投資及び出資金、貸付金については、

バランスシート上で経理したほか、次のような資本的支出を

控除しました。 

・十日町市の資産となる普通建設事業費 

・公債費のうち元金返済金 

・企業会計借入金の元金返済金 

⑥ 収入項目の説明    

１ 使用料・手数料等 

バランシシート上で経理されない「分担金及び負担金」、「使

用料」、「手数料」、「財産収入」などを計上しています。 

                           ２ 国庫（県）支出金 

資産形成に充てられたものを除いた国や県からの「負担金」

「補助金」等の支出金を計上しています。 

３ 一般財源 

「地方税」「地方譲与税」「利子割交付金」「配当割交付金」

「株式等譲渡所得割交付金」「地方消費税交付金」「ゴルフ利

用税交付金」「自動車取得税交付金」「地方特例交付金」「地方

交付税」「交通安全対策特別交付金」の現年度調定額を計上し

ています。 
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（２）平成１８年度普通会計行政コスト計算書

【行政コスト】

総　　額 （構成比率） 議　会　費総　務　費民　生　費衛　生　費 労　働　費

（1） 人 件 費 4,741,647 16.9% 243,593 1,371,430 946,523 447,519 17,030

（2） 退職給与引当金繰入等 526,892 1.9% 27,068 152,394 105,178 49,728 1,892

5,268,539 18.7% 270,661 1,523,824 1,051,701 497,247 18,922

（1） 物 件 費 3,634,317 12.9% 13,285 856,107 423,666 721,692 12,625

（2） 維 持 補 修 費 874,063 3.1% 0 6,017 1,046 328 0

（3） 減 価 償 却 費 5,097,738 18.1% 8,558 513,188 186,228 318,431 5,609

9,606,118 34.2% 21,843 1,375,312 610,940 1,040,451 18,234

（1） 扶 助 費 2,560,580 9.1% 2,447,455 79,021

（2） 補 助 費 等 3,433,577 12.2% 6,723 305,780 578,877 248,033 18,918

（3） 繰 出 金 3,229,214 11.5% 0 1,880,695 242,595 0

（4）
普 通 建 設 事 業 費
（ 他 団 体 へ の 補 助 金 等 ）

508,362 1.8% 0 1,000 3,169 0 0

9,731,733 34.6% 6,723 306,780 4,910,196 569,649 18,918

（1） 災 害 復 旧 費 2,770,099 9.9%

（2） 失 業 対 策 費 0 0.0% 0

（3） 公債費（利子分のみ） 698,721 2.5%

（4） 債 務 負 担 行 為 繰 入 0 0.0% 0 0 0 0 0

（5） 不 納 欠 損 額 42,817 0.2%

3,511,637 12.5% 0 0 0 0 0

28,118,027 299,227 3,205,916 6,572,837 2,107,347 56,074

（　構　成　比　率　） 1.1% 11.4% 23.4% 7.5% 0.2%

　【収入項目】

１ 1,175,610 0 92,464 478,662 179,304 5,202

4.2% 0.0% 2.9% 7.3% 8.5% 9.3%

２ 3,934,184 181,764 1,601,778 78,658 0

14.0% 5.7% 24.4% 3.7% 0.0%

３ 22,061,176

78.5%

27,170,970

△ 2,101,680

４ 1,457,962

５ 34,812,482

△ 1,827,226

６ 32,985,256

収入未済額増加分（地方税分除く)  ｆ

ｂ／ａ

国 庫 （ 県 ） 支 出 金 ｃ

行 政 コ ス ト ａ

収 入 （ ｂ ＋ ｃ ＋ ｄ ） ｅ

ｄ／ａ

一 般 財 源 ｄ

ｃ／ａ

コ
 
ス
 
ト

人
に
か
か
る

コ
 
ス
 
ト

物
に
か
か
る

コ
 
ス
 
ト

移
転
支
出
的
な

使 用 料 ・ 手 数 料 等 ｂ

小 計

小 計

小 計

小 計

そ
の
他
の
コ
ス
ト

※端数処理の関係で、百分率の合計が一致しないことが
  あります。

期 首 一 般 財 源 等

期 末 一 般 財 源 等

基金・投資及び出資金・貸付金

残 高 調 整 額 ｇ

差 引 （ e-a+f+g+h ）
一 般 財 源 等 増 減 額

正 味 資 産 国 庫 （ 県 ）
支 出 金 償 却 額 ｈ

※歳計現金の残高と地方債の残高による差額が発生したため
   調整しました。

△ 236,451
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（単位：千円）

農林水産業費 商　工　費 土　木　費 消　防　費 教　育　費 災害復旧費 公　債　費 諸支出金 不納欠損額

468,001 186,914 173,046 264 887,327 0

52,004 20,770 19,229 29 98,600 0

520,005 207,684 192,275 293 985,927 0

99,952 265,574 40,361 11,940 1,189,115 0 0

1,151 5,911 835,677 0 23,933

1,011,618 254,884 1,962,498 3,250 833,474

1,112,721 526,369 2,838,536 15,190 2,046,522 0 0

34,104

748,934 247,378 10,254 1,180,332 88,026 322 0

152,447 0 953,477 0 0 0

307,685 55,764 140,744 0 0

1,209,066 303,142 1,104,475 1,180,332 122,130 322 0

2,770,099

698,721

0 0 0 0 0 0

42,817

0 0 0 0 0 2,770,099 698,721 42,817

2,841,792 1,037,195 4,135,286 1,195,815 3,154,579 2,770,421 698,721 0 42,817

10.1% 3.7% 14.7% 4.3% 11.2% 9.9% 2.5% 0.0% 0.2%

28,118,028

23,254 38,863 59,334 0 176,360 55,652 66,515 0

0.8% 3.7% 1.4% 0.0% 5.6% 2.0% 9.5% 0.0%

546,890 200 117,440 578 28,390 1,378,486 0 0

19.2% 0.0% 2.8% 0.0% 0.9% 49.8% 0.0% 0.0%

※端数処理の関係で、百分率の合計が一致しないことがあります。
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（３）市民一人当たりの行政コスト計算書

62,371 人

【行政コスト】

総　　額 （構成比率） 議　会　費 総　務　費 民　生　費 衛　生　費 労　働　費

（1） 人 件 費 76,023 16.9% 3,906 21,988 15,176 7,175 273

（2） 退職給与引当金繰入等 8,448 1.9% 434 2,443 1,686 797 30

84,471 18.7% 4,340 24,431 16,862 7,972 303

（1） 物 件 費 58,269 12.9% 213 13,726 6,793 11,571 202

（2） 維 持 補 修 費 14,014 3.1% 0 96 17 5 0

（3） 減 価 償 却 費 81,733 18.1% 137 8,228 2,986 5,105 90

154,016 34.2% 350 22,050 9,796 16,681 292

（1） 扶 助 費 41,054 9.1% 0 0 39,240 1,267 0

（2） 補 助 費 等 55,051 12.2% 108 4,903 9,281 3,977 303

（3） 繰 出 金 51,774 11.5% 0 0 30,153 3,890 0

（4）
普 通 建 設 事 業 費
（他団体への補助金等）

8,151 1.8% 0 16 51 0 0

156,030 34.6% 108 4,919 78,725 9,134 303

（1） 災 害 復 旧 費 44,413 9.9%

（2） 失 業 対 策 費 0 0.0%

（3） 公 債 費 （ 利 子 分 の み ） 11,203 2.5%

（4） 債 務 負 担 行 為 繰 入 0 0.0% 0 0 0 0 0

（5） 不 能 欠 損 額 686 0.2%

56,302 12.5% 0 0 0 0 0

450,819 4,798 51,400 105,383 33,787 898

（　構　成　比　率　） 1.1% 11.4% 23.4% 7.5% 0.2%

　【収入項目】

１ 18,849 0 1,482 7,674 2,875 83

4.2% 0.0% 2.9% 7.3% 8.5% 9.2%

２ 63,077 0 2,914 25,681 1,261 0

14.0% 5.7% 24.4% 3.7% 0.0%

３ 353,709

78.5%

435,635

△ 33,696

４ 23,376

５ 558,152

△ 29,295

６ 528,857 ※端数処理の関係で、百分率の合計が一致しないことがあります。

コ
 
ス
 
ト

人
に
か
か
る 小 計

コ
 
ス
 
ト

物
に
か
か
る 小 計

コ
 
ス
 
ト

移
転
支
出
的
な

小 計

そ
の
他
の
コ
ス
ト

小 計

行 政 コ ス ト ａ

使 用 料 ・ 手 数 料 等 ｂ

ｂ／ａ

国 庫 （ 県 ） 支 出 金 ｃ

ｃ／ａ

一 般 財 源 ｄ

ｄ／ａ

収 入 （ ｂ ＋ ｃ ＋ ｄ ） ｅ

収入未済額増加分（地方税分除く）　ｆ

基 金・投 資及び出資金・貸付金
△ 3,791

残 高 調 整 額 ｇ

正 味 資 産 国 庫 （ 県 ）
支 出 金 償 却 額 ｈ

期 首 一 般 財 源 等

差 引 （ e-a+f+g+h ）
一 般 財 源 等 増 減 額

期 末 一 般 財 源 等

平成１９年３月３１日現在の住民基本台帳人口



20 

62371

（単位：円）

農林水産業費 商　工　費 土　木　費 消　防　費 教　育　費 災害復旧費 公　債　費 諸支出金 不納欠損額

7,504 2,997 2,774 4 14,227 0

834 333 308 0 1,581 0

8,337 3,330 3,083 5 15,807 0

1,603 4,258 647 191 19,065

18 95 13,398 0 384

16,219 4,087 31,465 52 13,363

17,840 8,439 45,511 244 32,812 0 0

0 0 0 0 547

12,008 3,966 164 18,924 1,411 0 0

2,444 0 15,287 0 0 0

4,933 894 2,257 0 0

19,385 4,860 17,708 18,924 1,958 0 0

44,413

11,203

0 0 0 0 0 0

686

0 0 0 0 0 44,413 11,203 686

45,563 16,629 66,301 19,173 50,578 44,418 11,203 0 686

10.1% 3.7% 14.7% 4.3% 11.2% 9.9% 2.5% 0.0% 0.2%

450,819

373 623 951 0 2,828 892 1,066 0

0.8% 3.7% 1.4% 0.0% 5.6% 2.0% 9.5% 0.0%

8,768 3 1,883 9 455 22,101 0 0

19.2% 0.0% 2.8% 0.0% 0.9% 49.8% 0.0% 0.0%

※端数処理の関係で、百分率の合計が一致しないことがあります。
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（４）平成１８年度普通会計行政コスト計算書の概要 

 

① 行政コストと収入項目 

      本市の平成１８年度行政コストは２８１億１８百万円（市民１人当たり４５万１

千円）でした。 

     コストに対し、収入項目は合計２７１億７１百万円（市民１人当たり４３万６千

円）で、その内訳は「使用料・手数料」が１１億７６百万円（市民１人当たり１万

９千円）、「国庫（県）支出金」が３９億３４百万円（市民１人当たり６万３千円）、

「一般財源」が、２２０億６１百万円（市民１人当たり３５万４千円）となってい

ます。 

 

② 性質別コスト 

性質別に行政コストを見ることにより、コストの内容を把握することができます。 

内訳を見てみると、扶助費及び補助費等の「移転支出的なコスト」が９７億３２

百万円（３４．６％、市民１人当たり１５万６千円）と最も大きく、次いで物件費

や減価償却費等の「物にかかるコスト」が９６億６百万円（３４．２％、市民１人

当たり１５万４千円）、人件費等の「人にかかるコスト」が５２億６９百万円（１

８．７％、市民１人当たり８万４千円）、公債費等の「その他のコスト」が３５億

１２百万円（１２．５％、市民１人当たり５万６千円）となっています。 

性 質 別 金額 構成比
「人にかかるコスト」 5268539 18.7%
「物にかかるコスト」 9606118 34.2%
「移転支出的なコスト 9731733 34.6%
「その他のコスト」 3511637 12.5%

合 計 28118027 100.0%

              ※端数処理の関係で、百分率の合計が一致しないことがあります。

 

③ 目的別コスト 

目的別の行政コストを見ることにより、行政の活動内容がわかります。 

内訳を見ると、民生費が６５億７３百万円（２３．４％、市民１人当たり１０万

５千円）と最も大きく、次いで土木費が４１億３５百万円（１４．７％、市民１人

「人にかかるコスト」 
52 億 69 百万円（18.7％） 

「物にかかるコスト」 
96 億 6 百万円（34.2％） 

「移転支出的なコスト」 
97 億３２百万円（34.6％） 

「その他のコスト」 
35 億 12 百万円（12.5％） 
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当たり６万６千円）、総務費が３２億６百万円（１１．４％、市民１人当たり５万

１千円）となっています。 

また、目的別行政コストに対する収入の割合は、「使用料・手数料等」では公債

費が９．５％、労働費が９．３％、衛生費８．５％となっています。「国庫（県）

支出金」では災害復旧費が４９．８％、民生費が２４．４％、農林水産業費が１９．

２％となっています。 

目 的 別 金額 構成比
民生費 6,572,837 23.4%
土木費 4,135,286 14.7%
総務費 3,205,916 11.4%
教育費 3,154,579 11.2%
農林水産
業 費

2,841,792 10.1%

災害復旧費 2,770,421 9.9%
衛生費 2,107,347 7.5%
消防費 1,195,815 4.3%
商工費 1,037,195 3.7%
その他 1,096,839 3.9%
計 28,118,027 100.0%

        ※端数処理の関係で、百分率の合計が一致しないことがあります。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生費 
65 億 73 百万円（23.4％） 

土木費 
41 億 35 百万円（14.7％） 

総務費 
32 億 6 百万円（11.4％） 

教育費 
31 億 55 百万円（11.2％） 

災害復旧費 
27 億 7 千万円（9.9％） 

農林水産業費 
28 億 42 百万円（10.1％） 

衛生費 
21 億 7 百万円（7.5％） 

消防費 
11 億 96 百万円（4.3％） 

商工費 
10 億 37 百万円（3.7％） 

その他 
10 億 97 百万円（3.9％） 
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④ 目的別行政コストの内訳 

            目的別に性質別行政コストの比重を表したのが、次のグラフです。議会費などは 

          主に人件費が多くかかっていることが分かります。また、民生費は扶助費への支出

により、消防費は一部事務組合への負担金などにより移転支出的な経費が多く支出

されています。 

土木費や教育費が物にかかるコストを多く含んでいるのは、道路や施設などの多

くの固定資産を保有しているため、その減価償却費が計上されていることが原因で

す。 

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費

人に係るコスト 90.5% 47.5% 16.0% 23.6% 33.7% 18.3% 20.0% 4.7% 0.0% 31.3% 0.0% 0.0%

物に係るコスト 7.3% 42.9% 9.3% 49.4% 32.5% 39.2% 50.8% 68.6% 1.3% 64.9% 0.0% 0.0%

移転支出的なコスト 2.3% 9.6% 74.7% 27.0% 33.7% 42.6% 29.2% 26.7% 98.7% 3.9% 0.0% 0.0%

その他のコスト 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

議　会　費 総　務　費 民　生　費 衛　生　費 労　働　費農林水産業費 商　工　費 土　木　費 消　防　費 教　育　費 災害復旧費 公　債　費

人にかかかるコスト 270,661 1,523,824 1,051,701 497,247 18,922 520,005 207,684 192,275 293 985,927 5,268,539

物にかかるコスト 21,843 1,375,312 610,940 1,040,451 18,234 1,112,721 526,369 2,838,536 15,190 2,046,522 0 9,606,118

0%
10%
20%
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40%
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70%
80%
90%

100%
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移転支出的な
コスト
物に係るコスト

人に係るコスト

       ⑤ 目的別行政コストの収入内訳 

            行政コストを目的別に見ると、民生費が６５億７３百万円と最も大きな支出とな

っていますが、これを補う歳入として国庫（県）支出金が１６億２百万円、使用料・

手数料が４億７９百万円あるので、実質的な負担は４４億９２百万円（６８．３％）

となっています。 

次いで費用が大きいのは土木費ですが、４１億３５百万円のコストを補う収入と

して、国庫（県）支出金が１億１７百万円、使用料・手数料が５９百万円あるので、

実質的な負担は３９億５９百万円（９５．７％）となっています。      

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費農林水産業費商工費 土木費 消防費 教育費災害復旧費公債費

使用料・
手 数 料

等
0.0% 2.9% 7.3% 8.5% 9.3% 0.8% 3.7% 1.4% 0.0% 5.6% 2.0% 9.5%

国 庫
（県 ）支
出 金

0.0% 5.7% 24.4% 3.7% 0.0% 19.2% 0.0% 2.8% 0.0% 0.9% 49.8% 0.0%

一 般 財
源

100.0% 91.4% 68.3% 87.8% 90.7% 79.9% 96.2% 95.7% 100.0% 93.5% 48.2% 90.5%

議　会　費総　務　費民　生　費衛　生　費労　働　費農林水産業費商　工　費土　木　費消　防　費教　育　費災害復旧費公　債　費

299,227 3,205,916 6,572,837 2,107,347 56,074 2,841,792 1,037,195 4,135,286 1,195,815 3,154,579 2,770,421 698,721

使用料・手
数 料 等

0 92,464 478,662 179,304 5,202 23,254 38,863 59,334 0 176,360 55,652 66,515

100.0% 91.4%
68.3%

87.8% 90.7%
79.9%

96.2% 95.7% 100.0% 93.5%

48.2%

90.5%
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４．普通会計キャッシュ・フロー計算書について 

 

（１) キャッシュ・フロー計算書の作成基準 

        総務省の統一基準が示されていないため、総務省「新地方公会計制度実務研究会」の

「総務省方式改訂モデルに基づく財務書類作成要領（案）」の作成方法を参考にして作成

しました。 

 

① 対象とする会計   普通会計 

 

    ② 基 礎 デ ー タ     バランスシート、行政コスト計算書同様「地方財政状況調査」

(決算統計)の数値をもとに作成しました。 

 

    ③ 資 金 の 範 囲      財政調整基金、減債基金及び歳計現金 

 

 

 

 

 

④ 収 支 区 分      各経費の収支ごとにキャッシュ・フローを明確にするため、

次の３区分としました。 

                       ○経常的収支によるキャッシュ・フロー 

 

 

 

○公共資産整備収支によるキャッシュ・フロー 

 

 

 

 

○投資・財務的収支によるキャッシュ・フロー 

 

 

 

 

人件費や物件費などの支出による資金の減少や、市税・使用

料及び手数料などの収入による資金の増加といった、市が経常

的に行っている行政活動から発生するキャッシュ・フロー 

財政調整基金は年度間の財源の不均衡を調整するもの、減

債基金は地方債償還の償還負担の平準化を図るものであること

から、歳計現金と同様に市の資金範囲としました。 

（バランスシートの「流動資産」と一致しています。） 

市による固定資産の取得、市以外のものの固定資産取得の

ための補助及び他会計による固定資産の取得のための繰出

や、固定資産の取得のための国県支出金等の収入など投資的

な活動から発生するキャッシュ・フロー 

各種の貸付、基金への積立、他会計への公債費繰出及び地

方債の償還や貸付金の元金回収及び地方債の発行などの財

務活動から発生するキャッシュ・フロー 
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（２）平成１８年度普通会計キャッシュ・フロー計算書 

人件費 5,719,279
物件費 3,634,317
社会保障給付 2,560,580
補助費等 3,431,127

ｱ 支払利息 698,721
他会計への事務費等充当財源繰出支出 1,946,359
その他の支出 3,644,162

ｲ 支    出    合    計 21,634,545
地方税 6,621,177
地方交付税 12,587,960
国県補助金等 4,255,349
使用料・手数料 579,410
分担金・負担金・寄付金 225,378
諸収入 336,761

ｳ 地方債発行額 2,004,200
基金取崩額 299,020
その他の収入 692,773

ｴ 収    入    合    計 27,602,028
経    常    的    収    支    額 5,967,483

公共資産整備支出 5,731,697
公共資産整備補助金等支出 508,362
他会計への建設費充当財源繰出支出 7,623

ｵ 支    出    合    計 6,247,682
国県補助金等 1,130,618

ｶ 地方債発行額 3,253,000
基金取崩額 93,906
その他の収入 138,635

ｷ 収    入    合    計 4,616,159
公    共    資    産    整    備    収    支    額 △ 1,631,523

投資及び出資金 981
貸付金 1,454,762

ｸ 基金積立金 243,748
定額運用基金への繰出支出 2,000
他会計への公債費充当財源繰出支出 1,277,682

ｹ 地方債償還額 4,189,052
ｺ 支    出    合    計 7,168,225

国県補助金等 0
貸付金回収額 1,457,608
基金取崩額 0

ｻ 地方債発行額 114,000
公共資産売却収入 68,670
その他の収入 1,536,034

ｼ 収    入    合    計 3,176,312
投    資    ・    財    務    的    収    支    額 △ 3,991,913

当年度歳計現金増減額 344,047
ｽ 期首歳計現金残高 1,635,505

期末歳計現金残高 1,979,552

※１ 一時借りれ金に関する情報
    ①キャッシュ・フロー計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
    ②平成１８年度における一時借入金の借入限度額は５０億円です。
    ③支払利息のうち、一時借入金利子(起債前借利子含む。）は28,906千円です。
※２ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
    ①収入総額(ｴ+ｷ+ｼ+ｽ) 37,030,004
    ②地方債発行額(ｳ+ｶ+ｻ) 5,371,200
    ③財政調整基金等取崩額 0
    ④支出総額(ｲ+ｵ+ｺ) 35,050,452
    ⑤地方債償還額(ｱ+ｹ) 4,887,773
    ⑥財政調整基金等積立額(ｸの一部） 200,457
          基礎的財政収支（① - ②）- ③ -（④ - ⑤）＋ ⑥ 1,696,582

普通会計キャッシュ・フロー計算書
（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

２．  公  共  資  産  整  備  収  支  の  部

３．  投  資  ・  財  務  的  収  支  の  部

１．  経  常  収  支  の  部
（単位：千円）
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（３） 平成１８年度普通会計キャッシュ・フロー計算書の概要 

 

   平成１８年度の各経費別のキャッシュ・フローの概要は下記のとおりです。 

なお、歳入総額から地方債発行額を控除した額から、歳出総額から地方債償還額を

控除した額を差し引き、財政調整基金等積立額を加算した基礎的財政収支は１６億９

７百万円となっています。 

 

① 経常的収支の部 

平成１８年度の経常収支の部によるキャッシュ・フローは５９億６７百万円の黒

字となっています。これは、公共資産整備収支と投資・財務的収支に計上されるべ

き歳入以外のすべての歳入がここに計上されているため、黒字となっています。 

 

② 公共資産整備収支の部 

平成１８年度の公共資産整備収支の部によるキャッシュ・フローは１６億３２ 

百万円の赤字となっていますが、経常的収支によるキャッシュ・フローの範囲内と

なっており、経常的収支の黒字で公共資産整備経費を賄っているといえます。 

 

③ 投資・財務的収支の部 

平成１８年度の投資・財務的収支の部によるキャッシュ・フローは３９億９２ 

百万円の赤字となっていますが、これも経常収支によるキャッシュ・フローの範囲

内となっており、経常的収支の黒字で投資・財務的経費を賄っているといえます。 
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５  県内の他市との比較について 

 

（１） 県内の他市とのバランスシート等の比較について     

 

① 普通会計バランスシートの比較 

平成１８年度のバランスシートを公表している県内の他市について比較を行いました。 

一般会計歳入予算額と、バランスシートの各項目を大きい数値順に並べると次の表の

ようになります。 

十日町市は、一般会計の歳入予算額に比例した形で多くの項目が並んでいます。 

 

市  名
金  額

(百万円）
市  名 （人） 市  名

金  額
(百万円）

市  名
金  額

(百万円）
市  名

金  額
(百万円）

市  名
金  額

(百万円）

1 新潟 307,100 新潟 803,791 新潟 858,845 新潟 936,655 新潟 409,498 新潟 527,157

2 長岡 127,017 長岡 281,805 長岡 325,127 長岡 361,030 長岡 157,384 長岡 203,646

3 上越 100,827 上越 208,223 上越 301,448 上越 336,638 上越 135,357 上越 201,281

4 新発田 38,100 新発田 105,305 新発田 112,289 新発田 125,668 新発田 56,045 糸魚川 79,731

5 十日町 32,822 南魚沼 62,464 糸魚川 110,072 糸魚川 119,815 十日町 48,009 新発田 69,623

6 糸魚川 28,621 十日町 62,371 十日町 96,402 十日町 105,576 南魚沼 47,294 十日町 57,567

7 南魚沼 26,430
五泉

(類団）
57,681 南魚沼 80,283 南魚沼 97,674 糸魚川 40,084 南魚沼 50,380

8
五泉

(類団）
18,817 糸魚川 49,995

五泉
(類団）

53,736
五泉

(類団）
57,930

五泉
(類団）

27,579 小千谷 33,086

9 小千谷 17,270 見附 43,292 胎内 47,349 胎内 51,351 胎内 21,351
五泉

(類団）
30,351

10 胎内 14,714 小千谷 40,029 小千谷 40,500 小千谷 50,048 見附 17,030 胎内 30,000

11 見附 13,140 胎内 33,013 見附 37,797 見附 44,575 小千谷 16,962 見附 27,545

12 村上 9,753 村上 30,376 村上 28,667 村上 31,488 村上 14,352 村上 17,136

資 産 合 計 負 債 合 計 正 味 資 産 合 計順

位

Ｈ18一般会計
歳入予算額

人        口
（住民基本台帳人口）

有 形 固 定 資 産

  ※｢(類団)｣は｢類似団体｣のことで、人口が十日町市と同規模で産業構造も似ている団体のことを 

  意味しています。新潟県内では五泉市と佐渡市が該当していますが、佐渡市はバランスシート 

等を公表していません。 
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② 市民一人当たりの普通会計バランスシートの比較 

                                      

市  名
金  額
(千円）

市  名
金  額
(千円）

市  名
金  額
(千円）

市  名
金  額
(千円）

1 糸魚川 2,202 糸魚川 2,397 糸魚川 802 糸魚川 1,595

2 十日町 1,546 十日町 1,693 十日町 770 上越 967

3 上越 1,448 上越 1,617 南魚沼 757 十日町 923

4 胎内 1,434 南魚沼 1,564 上越 650 胎内 909

5 南魚沼 1,285 胎内 1,556 胎内 647 小千谷 826

6 長岡 1,154 長岡 1,281 長岡 558 南魚沼 807

7 新発田 1,069 小千谷 1,250 新発田 534 長岡 723

8 新潟 1,068 新発田 1,197 新潟 509 新発田 663

9 小千谷 1,012 新潟 1,165
五泉

(類団）
478 新潟 656

10 村上 944 村上 1,037 村上 473 見附 636

11
五泉

(類団）
932 見附 1,030 小千谷 424 村上 564

12 見附 873
五泉

(類団）
1,004 見附 394

五泉
(類団）

526

順

位

市 民 一 人 当 た り バ ラ ン ス シ ー ト

有形固定資産 資 産 合 計 負 債 合 計 正味資産合計

 

                                   

                                      

市  名 (年） 市  名 (％） 市  名 (％）

1 糸魚川 3.85 糸魚川 66.5 小千谷 81.6

2 胎内 3.22 小千谷 66.1 見附 72.9

3 南魚沼 3.04 見附 61.7 糸魚川 72.4

4 上越 2.99 上越 59.8 上越 66.8

5 新発田 2.95 胎内 58.4 胎内 63.4

6 十日町 2.94 長岡 56.4 南魚沼 62.8

7 村上 2.94 新潟 56.3 長岡 62.7

8 見附 2.88 新発田 55.4 新発田 62.0

9
五泉

(類団）
2.86 十日町 54.5 新潟 61.4

10 新潟 2.80 村上 54.4 十日町 59.7

11 長岡 2.56
五泉

(類団）
52.4 村上 59.7

12 小千谷 2.35 南魚沼 51.6
五泉

(類団）
56.4

順

位

財 務 分 析 指 標

A一般会計歳入予
算額に対する有形
固定資産の 割合

B資産に対する正
味 資 産 の 割 合

C有形固定資産に
対する正味資産の

割 合

十日町市は各項目で、２～３番目

に大きな数値となっており、市民一

人当たりの有形固定資産(道路、学

校、観光レクリェーション施設など）

が多く形成されてきたことが分かり 

ます。 

また、一人当たりの数値が大きい

のは、資産形成以後の過疎化により

分母となる人口が減少した影響もあ

ります。 

「Ａ一般会計歳入予算額に対する有形固定資産 

の割合」は、社会資本の形成に歳入の何年分が充当

されたかを見ることにより、当該団体が資本的支出

に重点を置いていたかどうかを判断できる指標で

あります。十日町市は６番目で、平均的数値となっ

ています。 

「Ｂ資産に対する正味資産の割合」は、９番 

目で十日町市は他市よりも将来負担が大きいこと 

を表しています。これは、「資産＝負債＋正味資産」

の計算式となることから、資産に対して負債合計が

大きいほど正味資産が少なくなり正味資産の割合

が小さいほど将来への負担が大きいことになるか

らです。 

「Ｃ有形固定資産に対する正味資産の割合」は、 

Ｂと同じような考え方となり、他市よりも将来 

負担が大きいことを表しています。 

③ 財務分析の比較 
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（２）県内の他市との行政コスト計算書等の比較について 

 

① 普通会計行政コスト計算書の比較 

平成１８年度の行政コスト計算書を公表している県内の他市について比較を行いまし

た。 

標準財政規模と行政コストの性質別コストの各項目を小さい数値順に並べた表です。 

十日町市の標準財政規模は８番目で、それぞれのコストにおいても７番目から９番目と 

標準財政規模とほぼ同程度となっています。 

 

市  名
金  額

(百万円）
市  名

金  額
(百万円）

市  名
金  額

(百万円）
市  名

金  額
(百万円）

市  名
金  額

(百万円）
市  名

金  額
(百万円）

1 村上 6,463 村上 2,228 村上 2,515 村上 3,776 村上 272 村上 8,791

2 見附 8,097 見附 2,518 見附 3,998 胎内 3,975 胎内 343 見附 11,696

3 胎内 8,513 胎内 2,655
五泉

(類団）
4,668 見附 4,335

五泉
(類団）

653 胎内 11,966

4 小千谷 9,314 小千谷 2,731 小千谷 4,819 小千谷 5,497 見附 845
五泉

(類団）
16,119

5
五泉

(類団）
11,777 糸魚川 4,431 胎内 4,993

五泉
(類団）

6,101 糸魚川 855 小千谷 20,273

6 糸魚川 14,896
五泉

(類団）
4,697 南魚沼 7,765 糸魚川 6,638 新発田 1,024 糸魚川 20,912

7 南魚沼 17,262 十日町 5,268 糸魚川 8,988 南魚沼 8,494 南魚沼 1,343 南魚沼 25,776

8 十日町 18,866 新発田 6,832 十日町 9,606 十日町 9,732 上越 2,751 十日町 28,118

9 新発田 22,199 南魚沼 8,174 新発田 9,858 新発田 11,275 十日町 3,512 新発田 28,989

10 上越 53,135 上越 17,844 長岡 30,845 上越 25,480 小千谷 7,226 上越 77,073

11 長岡 61,367 長岡 20,632 上越 30,998 長岡 32,889 新潟 7,746 長岡 105,483

12 新潟 168,304 新潟 57,598 新潟 77,270 新潟 93,673 長岡 21,117 新潟 236,287

順

位

そ の 他 の コ ス ト 合 計標準財政規模 人にかかるコスト 物にかかるコスト 移転支出的なコスト

     ※各コストの内容 

○ 人にかかるコスト……… 人件費、退職給与引当金繰入等 

○ 物にかかるコスト……… 物件費、維持補修費、減価償却費 

○ 移転支出的なコスト…… 扶助費、補助費等（団体運営費補助金、広域事務組合 

                           負担金等）、繰出金、補助金を支出することにより普通 

                          建設事業が行われる経費等 

○ その他のコスト…………災害復旧費、失業対策費、公債費(利子分)、債務負担 

行為繰入、不納欠損額 
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② 市民一人当たり普通会計行政コスト計算書の比較 

    市民一人当たりの行政コストは、移転支出的なコストが補助費等や繰出金が高コストとな

っているため１２市中一番大きな数値となっています。また、物にかかるコストは除排雪経

費などにより、その他のコストは災害復旧費の影響で大きな数値となっています。 

市民一人当たりのバランスシートと同様に、過疎化の影響や他市に比較して市の面積の割

に人口が少ないことが、高コストの原因となっています。 

 

市  名 （人） 市  名
金  額
(千円）

市  名
金  額
(千円）

市  名
金  額
(千円）

市  名
金  額
(千円）

市  名
金  額
(千円）

1 村上 30,376 見附 58
五泉

(類団）
81 見附 100 村上 9 見附 270

2 胎内 33,013 新発田 65 村上 83
五泉

(類団）
106 新潟 10 新発田 276

3 小千谷 40,029 小千谷 68 見附 92 新発田 107 新発田 10
五泉

(類団）
279

4 見附 43,292 新潟 72 新発田 94 新潟 116 胎内 10 村上 289

5 糸魚川 49,995 村上 73 新潟 96 長岡 117
五泉

(類団）
11 新潟 294

6
五泉

(類団）
57,681 長岡 73 長岡 109 胎内 120 上越 13 胎内 362

7 十日町 62,371
五泉

(類団）
81 小千谷 120 上越 122 糸魚川 17 上越 370

8 南魚沼 62,464 胎内 81 南魚沼 124 村上 124 見附 20 長岡 374

9 新発田 105,305 十日町 85 上越 149 糸魚川 133 南魚沼 22 南魚沼 413

10 上越 208,223 上越 86 胎内 151 南魚沼 136 十日町 56 糸魚川 418

11 長岡 281,805 糸魚川 88 十日町 154 小千谷 137 長岡 75 十日町 451

12 新潟 803,791 南魚沼 131 糸魚川 180 十日町 156 小千谷 181 小千谷 506

合 計

市 民 一 人 当 た り 行 政 コ ス ト
人          口

（住民基本台帳）
人にかかるコスト

順

位

物にかかるコスト 移転支出的なコスト そ の 他 の コ ス ト

 

 

 

 

 

 

 

 

 


